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Knowledge, attitude and health behavior toward tuberculosis among Non—immigrant 

Korean people in Japan was researched by using questionnaire because of increasing the 

number of the tuberculosis patients among those group.

The Korean member of protestant churches in Tokyo were subjects for the survey . 
Immigrant Korean people and their descendants were excluded. The questionnaire form was 

written in Korean language under the guidance of native Korean tuberculosis specialists . 
Proportion of Response was 53.1%, or 251 among 473 from 10th January to 30 th June in 

1992.

The knowledge of tuberculosis among them was revealed to be higher than among 

ordinary native Korean people. It was different statistically by generation, namely, younger 

subjects aged less than 40years old tended to answer that tuberculosis was a minor illness.

 The mass screening system in Japan was well known by the subjects, as shown by the 

fact that 72.4% of them answered that they knew about it. But only 56.6% of them 
replied that they actually took the mass screening.

The source of its information was different statistically by sex , occupation, and 

generation.

As for their health behavior, nearly two thired (63.7%) of them visited the hospitalor 

dispensary quickly when they fell sick. A small number of them answered that they could 

not visit a doctor because of their problems with the Japanese language.

More than 80% of them possessed a National Health Insurance certificate. This 

proportion varied according to the period of stay in Japan. That is to say, The group which 
stayed in Japan less than one year was significantly the lowest because they were limited in 

their ability to enter National Health Insurance.

*From the Department of Hygiene , Juntendo University School of Medicine, 2-1-1 Hongo,

 Bunkyo-ku, Tokyo 113 Japan.
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緒 言

最近 日本での留学や就業を 目的 と した外国人の入国の

増加 に伴 って,こ れ ら外国人の間での高 い結核罹患率 ・

有病率が報告 されて いる。例えば厚生省が全国 の保険所

を対 象 に1990年 に行 った第2回 在 日外国人結核登録実

態調査1)で は776名 の在 日外国人結核患者が報告され て

お り,こ れは全結核登録者数 の0.3%に 相 当す る。 この

調 査 に よる と患 者 の93.8%が アジア諸国 の出身者 で,

な か で も韓 国人(197人,30.3%),中 国 人(192人,

29.6%),フ ィリピン人(99人,15.3%)が 多数 を占め

て いた。 また東京 都 および特 別区は1988年 よ り日本語

学 校の就学生 を対象 に結核 健康診 断を行 ってお り,1991

年 の調 査結 果2)で は結 核 患者の発見率 は0.84%と 東京

都 での学校結核健診 の発見率0.01%に 比べ約80倍 とい

う高 い数値を示 してい る。 この調査 において も患者の出

身国 はほとん どが アジア諸国であ り,内 訳 は韓国41人,

中 国22人,ミ ャ ンマー ・台湾 ・香港がそれぞれ2人 ず

つで あった。

外国人結核患者 の登録率 につ いて は不明で あるが,韓

国人 に限 って言 えば,韓 国 における結核 の有病率3)を 用

い 日本 に居住す る者 の有病数 を推測す る ことがで きる。

これ に よる と20.8%と い う数値 が得 られる。 日本人 の

活 動性 肺結 核患 者 の登録率 は昭和48年 の結核実態調査

にお いて40.2%で あ り,今 日では約50%前 後 と思 われ

る。 したが って登録率 は 日本 人の半分以下 であ ると言 え

る。

さらに近年結核病学 会等 において在 日外国人の結 核の

症例 報告4M1)が 増 え てい るが,こ れ ら報告例の ほとん

どが外国人結核患者の管理の困難 さを主眼 に述べ られて

いた。その理由 と して,

(1)　結核 に対す る知識の低 さ。

(2)　ビザの期限切れ による帰国 のための治療中断

(3)　不法在留 の発見 になるので はないか という不安か ら来

る医療機 関へのアクセシ ビリテ ィの低 さ,お よびそれ

による症例発見 の遅 れ と治療 中断

(4)　医療費 に対 す る経済 的不安等 か ら生 じる症例発見 の遅

れ と治療 中断

を挙げていた。

この ように症例 の分析を通 して在 日外国人 の結核 問題

を論 じてい る研究 は多いが,医 療サー ビスを受 ける側 で

ある在 日外国人一般住民 に関 しての結核 に対す る意識や

知識 健康行動一般 につ いて は今 まであ まり詳 しく調査

されて はいない。在 日外国人 に対す る結核対策 の向上 を

考え るな らば,医 療サ ー ビスを受 ける主体者であ る一 般

住民 に関す る情報や ニー ドが明 らか にされな ければな ら

ない。そ こで本研究で は在 日外国人の一般住民を対象 に

結核 に対す る意識や健康行動 を調査 し,そ こか らさまざ

まな問題点 を明 らか にす るとと もに,現 状 の結核対策上

の改善すべ き点 を考 えることに した。

調査対象および方法

1)　調査対象

東 京周 辺 に居住 す る韓国 人 で5年 以 内に来 日した者

(永住在 日韓 国 ・朝鮮人 は対象 としない)で15歳 以上 の

者。

2)　調査対象 の選定

東京 都内12ヵ 所 の韓 国人を対象 としたプ ロテス タン

ト教会へ通 う者473名 を調 査対象 とした。選 定にあた っ

て は,各 教会の責任者(主 に牧師)に 対象 者の条件に見

合 う者を抽出 して もらった。調査対象 とな る教会の所在

地 は港区1,新 宿区2,品 川区2,杉 並区1,江 東区1,

荒川区1,葛 飾区1,台 東区1,足 立区1,福 生市1と

都内各地域か ら任意に選んだ。 これはパ イロ ットスタディ

の段階で地域 ごとに居住者 の社会階層が同地域 に居住す

る日本人 と同様 に若干異 なるとい うことがわか ったか ら

である。

3)　調査期 間

1992年1月10日 ～同年6月30日

4)　質 問紙 の作成 および調査方法

28項 目か らな る韓 国語 で作 成 された質 問紙 を用 い,

調査 対象本 人が直接 回答 す るよ うに した。質 問紙 の作成

にあた って は1991年12月 に10名 を対象 にプ レテス ト

を実施 し,回 答の妥当性を見 ると同時に プレテ ス ト対象

者 より専門用語の難易性や質問の言 い回 し等 い くつかの

点 につ いて指摘 して もらった。

イ ンフォーム ドコンセ ントを期す るため に質問紙の前

書 きに調査研究 の目的の理解を得 るための一文を掲載 し

た。 これに関 して は 「絶対 に必要で ある」 という意見 と

同時 に 「かえって混乱す るので省 いたほうが よい」 とい

う指摘 も多 かった。 しか し現在韓国で行 われて いる質問

紙調査 において も必ず このよ うな手順が行 われ てお り,

世界 的な現状 と同時 に理解 を得 る ことに した。 このよう

に質 問形式上 の問題点 を改善 した後,韓 国人結核専門医

師の監修 の もとで韓 国語 ワー ドプ ロセ ッサにて最終的 に

当調査に用い る質問紙 を作成 した。 この段 階で韓 国国 内
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で行 われた質問紙調査 の質問紙 の様式 を参考 に した。 こ

うして作成 された質問紙 は各教会 にて個別 に配布 し,回

答後郵送 または直接教会 に提出す るように した。なお,

記名 は回答者本人の任意 に したが ったが,個 別 に質問紙

の配布 を行 ったことか ら回答の重複 は避 けられ ると考え

た。

5)　統計学的分析

統計 学 的分析 にはパ ソコン用統計学パ ッケー ジHAL

BAUを 用 いた。

結 果

調査対象者473名 の うち調査 期間内に回答 があ った も

の251名(回 収 率53.1%)に つ いて分析 を行 った。結

果表の合計の数値 が違 うのは質 問項 目によ り不 明の数が

異な り,こ れを除いてあるためである。

1)　対象者 の個人特性別分布

調査対象者 の個人特性別分布 を表1に 示 した。調査対

象 者 の38.6%(97人)が 男性 で61.4%(154人)が 女

性 であ った。

年 齢 では30歳 代 が41.0%(103人,不 明1人 を含む)

と最 も多 か った。職業 別 で は主婦 が41.8%(105人)

と最 も多 か った(表 な し)。また表1か ら日本 に滞在す

る年数 で は4年 以上が男女合わせて32.8%(82人)で

以 下順 に2年 程 度が男 女 合 わせて26.0%(65人),1

表1　 調査対象者 の個人特性別分布(性 ・年齢 ・滞在年数別)

不明(女 性,30歳 代)1

表2　 癌,結 核,脳 卒 中,胃 潰瘍 を 「こわい病気」 だ と思 う順 に並 べた時,

癌 の順位 および結核 の順位

表3　 癌,結 核,脚 脳卒 中,胃 潰瘍 を 「こわい病気」 だ と思 う順 に並 べた時,

結核 の順位(世 代別)

不明22

x2-15.84**(**:1%有 意,*:5%有 意,以 下 の 表 で も同 じ)
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表4-1　 癌についての印象 表4-2　 結核 についての印象

表5　 結核 についての印象 と発病原因(世 代別)

年以 内が 男女 合 わせて25.2%(63人),3年 程度 が男

女合わせて16.0%(40人)で あ った。

表 に は示 さな い が 出身地 別で は ソウル市 が64.5%

(162人)と 最 も多 く,釜 山市が7.6%(19人),京 畿道

6.0%(15人)で あ った。 ソウル市の人口が韓 国の全人

口に 占め る割 合 は約25%で あ ることか ら調査対象者 は

ソウル市およびその近郊の京畿道出身者が有意 に多 くな っ

て いる。

2)　対象者 の結核 に対す る知識

ここで は癌 と比較 して,対 象者の結核 に対す る知識や

印象 につ いて見 てみることに した。

まず表2は,「 癌,結 核,脳 卒中,肝 硬変,胃 潰瘍,

風 邪 を"こ わ い病 気"で ある と思 う順 に並べ よ」 とい

う質問についての回答結果 である。 これよ り癌 に関 して

は1位,2位 に選 ん だ者 が95.4%6を 占め,大 部分 の人

は癌 について は共通 に 「こわい病気」 である と考 えてい

ることがわか った。

そ れ に対 して結核 は4位 に選んだ者が45.4%と 最 も

多 か ったが,5位 が23.1%,3位 が16.2%と 癌に比 べ

て順位がば らつ いてお り,個 人 によって認識が異な るこ

とがわかった。世代別 にみ ると高齢者 ほど結核が 「こわ

い病気」 であるとい う順位 は上位 に多 く,つ まり結核 に

ついて 「こわい病気」 であると考 える傾向がみ られ,性

別 を40歳 以上 と40歳 以下 の2群 に分 けて2*2ク ロス

表 によ るx2検 定 を行 った ところ差 はな く,ま た40歳

未満 と以上 の世代 間による順位 の差 をみたと ころ統計学

的に有意 差がみ られた(x2検 定p=0.007**)(表3)。

次 に癌 につ いて の印象 をみ る と(表4-1),96.0%

の者が癌 は 「治 りに くい病気」 である と回答 してお り,

97.2%の 者が癌 は 「こわい病気」 である と答 えていた。

表4-1に は示 して いないが,癌 に対 す る印象 は性別,

世代別,職 業別,滞 日年数別に は統 計学 的に有意差 は認

め られ なか った。

一 方同 じ質 問を結 核 につ いて尋 ね た結果をみ ると,

61.1%の 者 が結核 は 「治 りやす い病気 」であ ると回答

して お り,36.4%の 者 が 「治 りに くい病 気」であ ると

答 え てい た。 また50.2%の 者 が結核 は 「こわ い病気」

である と考 えてお り,46.9%の 者が 「こわ くな い病気」

であ ると考 えていた(表4-2)。

これ を世代別 にみる と,40歳 以上 の者 に40歳 未満 の
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表6　 癌,結 核 に関す る知識の情報源1(複 数回答,2つ まで)

表7　 癌,結 核に関す る知識 の情 報源2

不 明3不 明5

表8学 校 ・職場の定期健診 につ いての知識

x2=6.95**不 明1

者 と比べて結核が 「治 りにくい病気」であ るとの回答が

有意 に多 か った(表5)。 しか し結核を 「こわい病気」

で あ る と回答 した者 は40歳 未満の者 に有意に多か った

(表5)。 性別,職 業別,滞 日年数別に は回答に統 計学 的

な有意差 は認め られなか った。

結核 につ いて 「病原菌で感染す る病気」 と正 しく回答

した者 は82.7%で あ った。世代 別にみ ると40歳 未満の

者 に不正解の比率が高か ったが,統 計学 的に有意差 は認

め られ なか った(表5)。 その他性 別,職 業別,滞 日年

数別 には統計学 的な有 意差 はみ られなか った。

このよ うな癌 や結 核に関す る知識 の情報 源について尋

ねた質問で は癌,結 核 双方 ともに 「新 聞 ・雑誌 ・家庭 医

学書」および 「テ レビ ・ラジオ」を挙 げた者 が多 か った。

「区や町の広報誌 ・パ ンフレッ ト」 を挙 げる者 は最 も少

なか った(表6)。 また癌,結 核 それぞれ90.7%と93.1

%の 者 は これ らの知識 を 「韓 国にいる ときか ら知 ってい

た」 と答 えていた(表7)。

3)　結核健診の受診

ここで は対象者 の結核健診 についての知識 および受診

の動機,健 診 を受 けていない人 についてはその理 由につ

いて調べてみた。

まず 全体 の72.4%の 者 が学校 や職場 における定期健

診 について 「知 ってい る」 と回答 していた。世代別 にみ

ると40歳 未 満 の者 に 「知 っている」 と答 えた比率が有

意 に低 か った(p=0.008**)(表8)。 性別,職 業別,

滞 日年数 別に は有意差 は認 あ られなか った。

実 際 に健診 を受 診 した者 は56.6%(142人)で あっ

た。 性別,年 代別,滞 日年数別 には有意差 は認 め られ な

か った。

健診 の通知方法 については2つ までの複数回答で尋ね

た ところ男性 では 「学校 ・職場 で」知 らされ た,と いう

回答 が最 も多 く,女 性 では 「区や町 の広報誌で」 と答え

た者 が最 も多か った。 ここでは性別,年 代別,職 業別,

滞 日年数別 に回答 に差 がみ られた。性別で は 「学校 ・職

場 で 」 と 回 答 し た 者 の 比 率 は 男 性 が 高 く(p=

0.000**),そ れ以外 の 回答項 目で は女性 が 高か った

(表9)。

世 代 別 で は 「学 校 ・職 場 で」 と答 え た者 は40歳 未 満

に多 く(p=0.012*),「 区 ・町 か ら個別 に通 知 で 」,「区 ・

町 の 広 報 誌 で 」 知 っ た 者 は40歳 以 上 に 多 か った(p=

0.001**,p=0.050*)(表10)。 職 業別 で み る と大 学 生,

専 門 学 校 生,会 社 員 に 「学 校 ・職 場 で 」 知 らされ た,と

回 答 し た 者 が 多 か っ た(そ れ ぞ れ60.4%,75.0%,

50.0%)。 主 婦 で は 「区 ・町 の 広 報 誌 で 」 知 った 者 が
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表9　 健診の通知方法(性 別)(複 数回答,2つ まで)

表10　 健診 の通知方法(世 代別)(複 数回答,2つ まで)

表11　 健診 の通 知方法(職 業別)(複 数 回答,2つ まで)

表12　 健診の通知方法(滞 日年数別)(複 数回答,2つ まで)

35.6%と 最 も多 く,次 に多 いのが 「友 人 ・知人 ・家族

か ら」であ った(表11)。

滞 日年数別でみ ると4年 以上滞在 した者に 「区 ・町か

ら個 別 に通知 で」知 った,と の回答 の比 率が高か った

(表12)。 また表 には示 して いないが滞 日年数が長いほ ど

複数の回答を選んだ者が多か った。

健診受診の きっか けにつ いて尋ねた質問(複 数回答,

2つ まで)で は,「 自分 の健康状態の確認のため」 との

回答 が最 も多 か った。世代別で は 「家族が病気 になった

か ら」,「自分 の健康状態が不安 だったか ら」 と回答 した

者 は40歳 以 上 で 有 意 に 多 か っ た(p=0.013*,p=

0.016*)。 また 「健診 が義務づ け られて いるか ら」 と答

え た者 は40歳 未満 に有意 に多 かった(p=0.010*)(表

13)。性 別 で は女 性 よ り男性 に 「健診が義務づ け られて

い るか ら」 と回答 した者 が有意 に多 かった(p=0.039*)

(表14)。
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表13　 健診受診 のきっか け(世 代別)(複 数回答,2つ まで)

表14　 健診受診 のきっか け(性 別)(複 数回答,2つ まで)

表 に は示 してい ないが 健診 の結果 については92.1%

の者が 「よくわか った」,「だいたいわか った」 と答 えて

いたが,「 結 果 の回答 が なか った」 と答 えた者 も3.6%

い た。 また,健 診 受診 の結 果 につ いて62.0%の 者 が

「日常の健康管理 に役だ ってい る」 と答 えていた。男性

より女性 にこの ように回答 した者 の比率 が有意 に高 か っ

た(p=0.027*)(表15)。

健診を受診 しなか った者109人 に,そ の理 由について

尋ねた質問(複 数回答,2つ まで)の 結果をみてみ ると,

「健康 なので必 要 な い」 と答えた者が最 も多 く29.2%

で あ った。次 に 「忙 しか った か ら」 と答えた者が24.2

%で あ った。 「知 らなか った」 と答えた者の比 率 は男性

に有意 に高か った(p=0.045*)(表17)。

4)来 日後 の病気および医療機関へのアクセ シビ リテ ィ

について

表15　 健診 の有用性(性 別)

x2=7.23*

これまで健診(能 動的症例発見)に つ いてみて きたが,

ここで は症例発見 にお いて より重要な ウエイ トを 占め る

受動的症例発見 に関 してみてみ ることに した。

まず来 日後の病気の経験 につ いて 「あ る」 と答えた者

は40.3%で あ った。 この比率 は滞 日年数が長い ほど有

意 に効率 で あ った(表18)。 病気 に対 して最初 にどのよ

表16　 健診を受診 しなか った理由(性 別)(複 数回答,2つ まで)
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表17　 健診を受診 しなか った理由(世 代別)(複 数回答,2つ まで)

表18　 来 日後 の病気 の経験(滞 日年数別)

x2=14.05**不 明3

表19　 病気 にな った時 の最初 の対処(滞 日年数別)

表20　 医療機関 を受診で きなか った理由(滞 日年数 別)

うな対処 を したか とい う質問に対 しては,「 す ぐに医療

機 関を受 診 した」 と答 えた者が最 も多 く63.7%を 占め

た。滞 日年数別で みるとこの比率 は滞 日年数が1年 以内

の者 に極 めて低 い値(38.9%)で あった(表19)。 医療

機 関を受診 しなか った理 由 として 「医者 にみせ るほどの

病気 で はなか ったか ら」 と答 えた者 が66.7%で あった

が,「 医 療機 関 を受診 したか ったがで きなか った」 と答

えた者 も27.3%存 在 した。 その理由 としては 「言葉 が

通 じない」 との回答が大部分で,こ れ は滞 日年数によ る

差 はみられなかった。 経済的な理由を挙 げた者 は少なか っ

た(表20)。

日本 の 国 民 健康 保 険制 度 につ いて は66.1%の 者 が

「知 って い る」 と答 えて いたが,40歳 未満 の者 に 「知

表21　国民健康保険制度の知識(世 代別)

x2=4.09*不 明3

らな い」 と答 えた者 の比率が高 か った(表21)。 また滞

日年数別 にみ ると,1年 未満の者 で 「知 っている」 と答

えた者 の比 率 は49.2%と 低 いが4年 以上の者で は79.3

%と な ってお り,滞 日年数が長 いほどこの比率が高 くな

る傾 向が み られた(表22)。 また保険証 の所持率 にお い
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表22　国民健康保険制度の知識(滞 日年数別)

x2=16.90**不 明4

表23　国民健康保険証の情報源(職 業別)

て も同様 な傾 向が認 め られた。

情報 源については 「学校 ・職場 で」聞 いて知 った,と

い う者 が42.3%と 最 も多 く,次 に 「区 ・町 の広報誌 ・

パ ンフ レッ ト」 を見 て知 ったとい う者が35 .7%で あっ

た。 これには職業別 に差が み られ,大 学生,専 門学校生,

会社員 では 「学校 ・職場で」 と答 えた者 の比率が最 も高

く,主婦では 「区 ・町 の広報誌 ・パ ンフ レット」を見て,

と答 えた者が多か った(表23)。

5)　対象者 の健康感 につ いて

ここで は対象者の健康 に対す る意識を簡単 にみてみ る

こ とに した。 日常 の健康 の維 持 につ いて尋ねた質問で

46.1%の 者 が 「不安 が 多 い」 と考 えて いた。世代別 に

み ると 「不 安 が多 い」 と考えて いるの は40歳 以上で は

60.9%で あ った。40歳 未満 にお いて も40.9%の 者 が

「不安が多 い」 と考えていたが世代間に有意な差を認 め

た(p=0.031*)(表24)。 また 日本に来てか ら健康 につ

いて新たに知 った ことはあ りますか」 とい う質 問に対 し

て23.0%の 者 が 「あ る」 と答 えていた。世代別 では40

歳以上 で は32.3%の 者 が 「ある」 と回答 してお り,一

方40歳 未 満で 「あ る」 と回答 した者 は19.7%に 過 ぎな

表24　 健康 の維持 について(世 代別)

x2=8.87*不 明6

表25　 日本 に来 て か ら健康 につ いて

新 たに知 った こと(世 代別)

x2=4.30*不 明8

か った(表25)。 その内容 で は癌,糖 尿病,虚 血 性心疾

患などいわゆる成人病 に関す るものが大半を 占めていた。

表26韓　国の宗教別人口割合と宗教別結核患者の割合
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考 察

1)　調査対象集団

法 務省(在 留外 国人統計」12)によると,永 住以外の在

留 資格 で 日本 に居住す る韓国人 の総数 は59,816人 であ

り,こ の数 が対象母集団人 口で ある。 サ ンプル集団が適

切であ るかど うかは議論 のある ところで ある。韓国 の国

勢 調 査13)と 韓 国で保 険所 登録結核患者 につ いて行 った

調査14)よ り結 核 の罹 患 に関 してはプ ロテス タン ト信者

とそれ以 外 の者 との間 に有意 な差 は認 め られなか った

(表26)。 ゆえ に日本語学 校の生徒 や留学生 を対象 とした

従来 の調 査研 究15)に 比 べ る とより母 集団人口を反 映 し

て いると思われ る。

永住在 日韓国 ・朝鮮人 を対象外 に したの は疫学的 に新

規 来 日の者 とは異 な る集 団 と考 えたためである。小林16)

は,「 外国 人登録者総数 の内,64万8,012人 の者が 日本

語を母国語 同様 に使用 し,日 本 に生活基盤 のある韓国人,

朝鮮人,中 国人 などの永住者 で,医 療 の現場 において は
"日本 人 と同様"で ある」 と述 べている

。 しか し"日 本

人 と同様"と の考 え に対 して,筆 者 は結核対策上永住

在 日韓国 ・朝鮮 人 もマイ ノ リティ ・エスニ ック集団17)

と して特異性お よび問題点を有 す る一 集団であ ると考 え

る。 ただ しこれ は今回の研究の対象範 囲外であ る。

2)　結核の知識

82.7%の 者 が結核 は 「病 原菌 で感 染 す る病気」であ

る と正 し く回答 して い た。 これ は韓 国 にお ける意識調

査14)の 結果 よ り高 く,対 象者 の結核 に対す る知識 は平

均 的な韓国人 の水準 よ り高 いと言 える。

このよ うな知識 の情報源 としては 「新聞 ・雑誌 ・家庭

医学書」 および 「テ レビ ・ラジオ」 を挙 げる者 が多 か っ

た。「区 や町 の広報 誌 ・パ ンフレッ ト」 を挙 げた者 は少

なか ったが,結 核に関す る情報 をあま り取 り上 げていな

いことが理由であ ろう。今後結核に関す る知識 の普及 を

考 える際 に 「広報誌 ・パ ンフレッ ト」の改良が必要であ

る。健診 に関 して は 「区や町の広報誌で知 った」 と回答

した者が多 く,こ の媒体 による知識の普及効果 はかな り

期 待で きると考 え る18)。韓国で は結核 に関す る知識 の普

及 のために 「保健世界」 とい う雑誌 を発行 して いるが,

これを 日本語学校,職 場,教 会等 に配布す る ことは可能

であろ う。 また近年来 日した韓国人 のための生活情報案

内誌 が隔月刊で発行 されてお り19),医 療 に関する情報 に

多 くのペー ジが使われてい るので,こ のよ うな場 を結核

の知識普及のため に活用す る事 も可能 と考 え る。

結核 に対す る印象 につ いて は世代間 に差が見 られた。

40歳 未満 の者 は結核 を 「こわ い病気」であ ると考え る

一方 「治 りやす い病気」 と考えて いることがわか った。

この世代による意識の差 は韓国における世代間 の罹患率 ・

有 病率 の差 に由来す る と思 われ,韓 国 における意識調

査14)と 一 致 した 結 果 で あ った。

3)　結核健診

結核健診 については対象者 の72.4%が 「知 って いる」

と答 えて い たが,実 際 に健診 を受診 した者 は56.6%に

過 ぎなか った。韓 国では結核健診 は一部 の高校生 と接客

業者 のみに実施 されて いる20)。ただ し能動 的症例発見が

行われてい る国や地域 は他には少 な く,韓 国人 に対 して

は健診事業 自体 は理解 されやすい と思 われる。受診率 で

は職業別で差が予測 され,特 に主婦 の受診 率が低 い と考

え られたが,実 際 には差 は認め られなか った。通知方法

としては主婦 の35.6%は 「区 ・町の広報誌 で」知 った,

と答 えている。主婦 の回答結果 にお いて行政サ ービスの

範 囲 内で情 報 を得 た ものが50.0%に も達す ることは特

筆 すべ きことである。厚生省 の調査1)に よると,韓 国人

結核 登録 者 のなか で主婦 は16.8%を 占め,日 本語学校

な どの専 門学 校生 の43.7%の 次 に高 い割合 を占めて い

る。

当調査の結果 より,主 婦に対 してはいままで通 りの広

報活動 を改善 してい く,例 えば健業 の個別通知等 は韓国

語で作成す る等の ことによって,健 診 をよ り広 くカバー

できるので はないか と思われ る。 また専門学 校生 に対 し

ては学校 においてよ り徹底 した健診受診の指導が望まれ

る。

健診受 診 の動機 で は40歳 以上 の者 に自分の健康 に対

して不安 を感 じて い る者 が多 い(60.0%以 上)こ とを

反映 して,こ の世代 では病気 への不安が直接健診受診の

動機 とな ってい る ことがわかる。一方40歳 未満 の者で

は健診 は 「義務づ けられてい るか ら」受診 した,と いう

回答が多 く,こ の世代で は予防行動 の結果 に対 する信念

(belief in the benefits)21)が 低い と考 え られる。健診

受診時 には医師,保 健婦 らの適切な健康教育 が必要 とさ

れる。 ちなみに癌,結 核 ともに調査対象集団で は罹患性

に対する信念(belief in susceptibility)21)は 低か った。

4)　医療機 関へのアクセシ ビリティ

病気 に罹患 した際63.7%の 者が 「す ぐに医療機関を

受診 した」 と答 えていた。韓国 での薬局 の盛況を見 ると

病気 に罹患 した時の ファース トチ ョイスと して薬局 を選

ぶ者が多いのではないか と思われたが,「薬局 で薬 を買 っ

て のん だ」,「手持 ちの常備薬を使 った」 と回答 した者 は

33.3%で あった。韓国人留学生の健康 感を調 べた調査14)

による と,韓 国か ら常備薬を持参す る者 は67.0%で あ っ

た とい う。軽症 の病気 に対 して はセル フケアが行 き届 い

て い ると考 え られ るが,こ の こ とが症 例発見 において

patient delayに つながる危険性 もある。ゆえ に,よ り

い っそ う結 核知識 の普及 が期待 される。

医療機関を受診 したか ったができなか った理 由と して

「言葉が通 じないから」 と答 えた者 がほ とんどであ った。

医療機関の側で外国語の問診表 を作成 す るなど,外 国人
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の患者へ の対応 を改善す る必要が ある。 また外国語の通

じる医療機関 につ いての情報を伝え る必要 もあ る。

5)保 険の加入

国民健 康 保険制 度 につ いて は86.1%の 者 が 「知 って

い る」 と答 えて い た。留 学生 を対象 と した調査15)に よ

れば,各 種保 険への加入率 は,国 民健康保険+留 学生保

険10.6%,国 民健康保険+海 外障害保険2.3%,国 民

健 康保 険 のみ48.5%,留 学生保険 のみ3.4%,海 外障

害 保険 の み12.5%,未 加 入 者22.7%で あつた。 さ ら

に未加入者の うちの83%が 日本語学校の学生であ った。

当調 査 で は国民健 康保 険の加入率 は82.0%で あ つた

が,滞 日年数別 に差がみ られた。 これ は滞 日1年 以 内の

者 は国保加 入に制限があ るためであ る。在 日外 国人 の結

核登録者 の入 国か ら登録 までの期 間をみ ると,男 女 とも

に入 国半年 以 内の登録 が35%で あ り,入 国1年 以 内の

登 録 は50%を 超 えて いた1)。 この ことは来 日1年 以 内

の在 日外国人 は結核発症 に関 してハ イ リスク ・グループ

であるということを意味 して いる。今後制度の改善が望

まれ る。

6)健 康 感

石川22)に よる と移民 の健康 意識 は高い との ことであ

る。本 調査研 究 に おいて も半数 に近 い48 .1%の 者 が健

康 に対 して 「不安 が 多 い」 と考 えて お り,23.0%の 者

が 「日本 に来 てか ら新 たに健康 について知 った ことがあ

る」 と回答 していた。今後健康 に関す る情報へ のアクセ

シビリテ ィの改善 と同時 に対象者 のニー ドにあわせ た形

で の情報 の提供が望 まれ る。

ま と め

1)　永住以外の在留資格で 日本 に居住 す る韓 国人 の結

核 に対す る意識および健康行動 を調査 するにあた って,

サ ンプル集 団 としてプ ロテス タン ト信者 を用 いた。 これ

は留学生等 を対象 に した従来 の調査 に比 べるとよ り母集

団人 口を反映 している と思 われる。

2)　結核 に対す る知識 は本国で の調査結果 より高 く,

これには世代 による差が認 め られ ることがわか った。 ま

たこのような知識を 日本 に来てか ら知 った者 は少なか っ

た。

3)　健 診 につ いて は72.4%の 者が知 っていたが,受

診率 は56.6%に 過 ぎなか った。主婦 の受診率 が低 いの

で はないか と推 測されたが,差 は認 め られなか った。 ま

た主婦 の間では健診 の情報 を行政 サー ビスによって得 た

ものが多 か った。

4)　病気 に罹患 した際,83.7%の 者 が す ぐに医療機

関 を受診 したと答えて いた。医療機関を受診で きなか っ

た理 由と して言語の問題を挙げ る者が多か った。 また治

療の ため に帰国 した経 験のあ る者 は少ないが存在 した。

5)　国民 健 康保 険制度 については86.1%の 者 が知 つ

て お り,保 険 の加入 率 は82.0%で あ つた。加入率 の高

いの は行 政指導 が徹底 しているため と考 えるが,制 度 自

体 を きちん と理解 してい る者 は少 なか つた。

6)　約半数 の者 が 日常 の健康維持 に不安 を抱 いている

ことがわか った。 また日本 に来 てか ら知 った健康 に関す

る情報 では癌,糖 尿病,心 疾患等成人病 に関す るものを

挙げる者が多か ったが,結 核につ いて挙 げた者 はいなか っ

た。対象者 の健康意識 は高 いと思われ,自 治体で作成 さ

れた広報誌やパ ンフレットはよ く読 まれてい るよ うであ っ

た。

お わ り に

今 回5年 以 内に来 日した在 日韓 国人 の結核 に対す る意

識 および健康行動 を調査す る ことによって,対 象集団 の

特性 および結核予防活動上 のい くつか の問題点 を明 らか

に し,在 日外国人 に対す る結核対策上現行の制度の改善

に役立っ資料 を提供 した。当調査研究の ような在 日外国

人の一般住民 に対す る結核 に関す る意識調査 はいままで

例がなか ったので,こ の研究成果 が在 日外 国人,特 にそ

の中で最 も数 の多い韓 国人 への結核対策 に益 する ものと

思 われ る。今後韓 国人以外 の集 団に もこのよ うな調査が

行 われる必要 がある。
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